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1. 有識者会議の目的
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有識者会議の目的

本有識者会議において、戦略３文書（※）に基づく防衛力抜本的強化が我が国の防衛
や国民の生活に不可欠であることについて防衛省から説明を行い、有識者に議論をしていた
だき、その理解を得る。

また、その内容について丁寧かつ積極的な情報発信を行うことにより戦略３文書に定め防
衛力の抜本的強化について国民の理解を得ることを目的とする。

（※）戦略３文書：国家安全保障戦略、国家防衛戦略、防衛力整備計画

【開催実績】

令和６年２月１９日（月） 防衛力の抜本的強化に関する有識者会議（第１回総会）

令和６年８月 ２日（金） 防衛力の抜本的強化に関する有識者会議（第２回総会）

令和６年８月３０日（金） 防衛力の抜本的強化に関する有識者会議（第１回部会）
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2. 最近の国際軍事情勢
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世界で起きている紛争等

イスラエル・パレスチナ武装勢力間の衝突イスラエル・パレスチナ武装勢力間の衝突ロシアによるウクライナ侵略ロシアによるウクライナ侵略

露軍の攻撃を受けるマリウポリ
【ウクライナ国防省】

※図は、世界で起きている紛争等の例を示したもの。それぞれの位置はイメージ。【 】は出典。

インド・パキスタン
国境問題

インド・パキスタン
国境問題 中国・インド国境問題中国・インド国境問題

2019年の越境攻撃【報道】 2020年の衝突事案【報道】

イスラエルによる
ハマスの拠点への空爆

【イスラエル軍】

露軍のミサイル攻撃で破壊された集合住宅
【ウクライナ緊急事態庁】

作戦に参加するイスラエル軍
【イスラエル軍】

南シナ海をめぐる問題南シナ海をめぐる問題

2023年の中国海警船舶による
フィリピン側船舶への放水事案

【フィリピン沿岸警備隊】

中国によるファイアリー
クロス礁の軍事拠点化

【CSIS/AMTI/MAXAR】

シリア国内に
おける衝突

シリア国内に
おける衝突

ホーシー派
による船舶
への攻撃

ホーシー派
による船舶
への攻撃

イスラエルと
親イラン武装勢力
（ヒズボラ等）

間の衝突

イスラエルと
親イラン武装勢力
（ヒズボラ等）

間の衝突

⇒ 詳細は次ページ
 で説明
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北方領土

台湾をめぐる問題

尖閣諸島をめぐる情勢

竹島

中国

力による一方的な現状変更
及びその既成事実化を推進

力による一方的な現状変更
の試みを執拗に継続

北朝鮮による
核・ミサイル開発

朝鮮半島

南シナ海をめぐる問題

我が国を取り巻く安全保障環境 ～全体像～

我が国は、中国、北朝鮮、ロシアに隣接。尖閣諸島、台湾、南シナ海などをめぐる問題に直面

ロシア

ウクライナ侵略

軍事力の広範かつ急速な強化
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従来から、中国は3段階の国家目標を掲げるとともに、３段階の軍事目標を掲げ、21世紀半ばまでに、
「世界一流の軍隊」の建設を実現するという目標を設定。
さらに五中全会（2020年秋）において、建軍100年(2027年)の奮闘目標を新たに設定。
第20回党大会（2022年10月）において、習近平総書記は、2027年の目標を予定どおり実現し、
「世界一流の軍隊」の建設を加速する旨を表明。

「中国の夢」
「私は、中華民族の偉大な復興の実現が、

近代以降の中華民族の最も偉大な夢だと思う。」
（2012年11月、就任直後の習近平総書記）

「私は、中華民族の偉大な復興の実現が、
近代以降の中華民族の最も偉大な夢だと思う。」

（2012年11月、就任直後の習近平総書記）

国家主権
国家安全

領土保全
国家統一

政治制度と
社会の安定

経済社会の
持続的発展の
基本的保障

海洋権益の
擁護

中国の「核心的利益」

中国：国家・軍事目標の着実な達成

２０２０年頃：全面的小康社会の実現

２０５０年頃：社会主義近代化強国建設

国
家
目
標

２０３５年頃：社会主義近代化の基本的実現

２０２０年頃：機械化・情報化建設の重大な進展

２０５０年頃：世界一流の軍隊の建設

軍
事
目
標

２０３５年頃：国防と軍隊の近代化の基本的実現

中国共産党規約（抜粋）

党の最高の理想と最終の目標は共産主義を実現する
ことである。

２０２７年：建軍100 年の奮闘目標の実現を確保2022年10月第20回党大会：今後５年は、社会主義現代化国家の全面的建設
をスタートさせる上での鍵となる時期

〔参考〕中国共産党 結党100周年 (2021年) / 中華人民共和国 建軍100周年 (2027年) / 中華人民共和国 建国100周年 (2049年)
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○ 国防費の高い水準での増加を背景に、海上・航空戦力や核・ミサイル戦力を中心とした軍
事力を広範かつ急速に強化

「山東」Tｙpe 001A
（中国初の国産空母）

J-10戦闘機

J-20戦闘機

Su-35戦闘機

※1 日本の防衛関係費は、SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費等を除いたもの。
※2 1元＝20円 (令和5年度の出納官吏レート)で換算。前年度比の数値は中国公表値による。

ユアン級潜水艦

・中国の公表国防費は、速いペースで増加
30年間で約32倍、20年間で約7.9倍、10年間で約2.1倍

・日本の防衛関係費は、約20年間で約1.6倍
・2023年度の公表国防費は、日本の約4.3倍
※ 公表国防費には研究開発費や外国からの兵器調達費が含まれ

ておらず、実際の国防支出は公表国防費よりも著しく多いとの分
析も（米国防省議会報告書（2023年））

第４・第５世代戦闘機

中国の軍事力の強化

近代的潜水艦 近代的駆逐艦・フリゲート
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※ 本資料はイメージであり、活動に関する指摘も含む

航空機

用例

艦艇

17年～、太平洋への軍用機の飛行が急増
（17年8月には爆撃機が紀伊半島沖まで進出）

艦艇が尖閣諸島周辺で
恒常的に活動

空母「遼寧」

台湾周辺海空域で
多数の中国軍機・艦艇が
参加する演習を実施。

一部は「中台中間線」超え
（22年8月、23年4月、23年8月、

24年5月）

18年～、中国の海上・航空戦力

は対馬海峡の通過を伴う日本海
での活動を一層活発化

中露艦艇が我が国を周回する形又は

我が国周辺で共同航行
（21年10月、22年9月、23年7～8月、24年7月）

中露爆撃機が長距離共同飛行
（19年7月、20年12月、21年11月、

22年5月、22年11月、23年6月、23年12月）

中国軍は海空域での活動を急速に拡大・活発化。一方的な活動のエスカレーションも。
尖閣諸島周辺のほか、日本海・太平洋における活動の定例化を企図しているとみられる。
また、日本海・太平洋における活動は、今後一層の拡大・活発化が見込まれる。

21年～、無人機が
沖縄・宮古島間を頻繁に通過

(22年７月以降、無人機単独での沖縄・宮
古島間の通過を確認)

太平洋上で空母「山東」から艦載戦闘機が飛行
（23年4・9月・10～11月、24年7月・8月）

太平洋上で空母「遼寧」から
艦載戦闘機（推定含む）が飛行

（18年4月、20年4月、21年4・12月、22年5月・12月）

空母「山東」

我が国EEZを含む我が国近海に設定した

訓練海域に向け、中国が弾道ミサイル
９発を発射（22年8月）

23年～、無人機が
与那国島・台湾間を通過

中国の我が国周辺海空域での活動状況

24年3月、無人機の
日本海上での飛行を初確認

中国軍と推定される潜水艦
が接続水域内を潜水航行

（20年6月、21年9月）

２４年８月、中国軍の情報収集機が
我が国領海上において領空侵犯
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中台海上・航空戦力比較

SAM「PAC-3」

ミサイル戦力等

台湾の対ミサイル戦力

GLCM「雄風２E」

射程：600km
保有：245発以上

○ 中台の軍事バランスは、全体として中国側に有利な方向に急速に傾斜する形で変化。中国は、台湾周辺の
海空域で軍事活動を活発化。台湾への武力行使は従来より否定せず。

中国は、台湾を射程に収める短距離弾道ミサイルなどを多数保有。海・空軍力を質的・量的に急速に強化、
大型揚陸艦の建造など着上陸侵攻能力を着実に向上。

台湾は、戦闘機や長射程ミサイル・防空ミサイル等の拡充を推進し、中国の侵攻を可能な限り遠方で阻止す
ることを追求するとともに、対戦車ミサイル等を使用した訓練、１年間の徴兵義務復活等により対着上陸・侵攻
拒否能力の向上を企図。

中国の対台湾ミサイル戦力等

DF-16(SRBM) DF-15(SRBM)

PHL-16(多連装ロケット)

射程：30km
保有：約384発

射程： ～約300km

射程：～850km射程：～1000km

台湾の対着上陸・侵攻拒否戦力

コルベット「沱江（だこう）」
対艦ﾐｻｲﾙを搭載可能。通称「空母ｷﾗｰ」

対戦車ミサイル「ジャベリン」
発射機約40基保有

中国の大型揚陸艦

ユーシェン級強襲揚陸艦
排水量3万1千トン。3隻就役済
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台湾：約1.7倍

中国が台湾の約１7倍

中台国防費比較

（年）

(億ドル)

中国：約32倍

※中台それぞれの1994年と2024年の国防費比較は現地通貨建てベース

中国の短距離弾道ﾐｻｲﾙ基地
中国のDF-15射程範囲
台湾のPAC-３射程範囲
台湾の雄風２E射程範囲
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○ ２０１６年、２０１７年だけで３回の核実験を行ったほか、多数の弾道ミサイル発射を強行。２０１７年後半は特に、新型を含
む長射程の弾道ミサイルを繰り返し発射。

○ ２０１９年５月以降、低空を変則軌道で飛翔可能な新型短距離弾道ミサイル（SRBM）等を繰り返し発射。
○ ２０２１年９月以降、「極超音速ミサイル」と称するものや変則軌道で飛翔可能なSRBMなどを立て続けに発射し、その態様も

鉄道発射型や潜水艦発射型など多様化。加えて、特に２０２２年には、ICBM級を含め、少なくとも５９発（３１回）に及ぶかつ
てない高い頻度でミサイル発射を執拗に繰り返し、国際社会に対する挑発を一方的にエスカレート。

北朝鮮による核実験・弾道ミサイル発射事案

指導者 年 弾道ミサイル
等発射数 核実験

金日成主席

1993年 不明 ―

金正日国防委員長

1994年
～

2011年

16発

（1998年、
2006年、

2009年に発
射）

2回

金正恩国務委員長

2012年
～
現在

188発 4回

北朝鮮の弾道ミサイル等発射数・核実験回数

（画像：韓国統一部北朝鮮情報ポータル）

北朝鮮による核実験・弾道ミサイル等発射
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８
（２）

２
（２）

２３
（１５）

１１
（６）

１７
（１４）

２５
（１３）

１
（１）

金正日 金正恩

８
（４） ６

（４）

５月２５日
第２回核実験

１月６日：第４回核実験、９月９日：第５回核実験

９月３日
第６回核実験

１０月９日
第１回核実験

２月１２日
第３回核実験

５９
（３１）

２５
（１8）

（※）以下のグラフには、防衛省としてこれまでお知らせした弾道ミサ
イル（弾道ミサイルの可能性があるもの含む）発射事案を計上

2024年7月12 日現在
（カッコ内の数値は発射回数）

２
（１）

■ﾃﾎﾟﾄﾞﾝ
■ﾃﾎﾟﾄﾞﾝ2・派生型
■SRBM/MRBM
（ｽｶｯﾄﾞ､ﾉﾄﾞﾝ、「北極星2」）
■SLBM
■IRBM級
（ﾑｽﾀﾞﾝ、「火星12」）
■ICBM級
（「火星14」「火星15」「火星
17」「火星18」）
■不明
■SRBM(A)･(B)･(C)･(D)

(鉄道発射型を含む)１０
（7）
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ミサイル関連技術の向上

発射の秘匿性・即時性向上 ＢＭＤ突破能力の向上

ミサイル運用能力の向上

発射台付き車両（TEL）

鉄道

潜水艦

変則的な軌道

◆ 低空を変則的な軌道で飛翔可能な
弾道ミサイルの開発

◆ 「極超音速滑空飛行弾頭」の開発

⇒発射の秘匿性・即時性を追求
⇒迎撃を困難にし、ミサイル防衛網突破
を企図

⇒ミサイル関連技術の向上のみならず、飽和攻撃といった実戦的なミサイル運用能力の向上を企図している可能性

ミサイル関連技術を向上（秘匿性・即時性、BMD突破能力、新型ICBM級の開発）
実戦的なミサイル運用能力を向上（複数同時発射、極めて短い間隔での連続発射、特定目標への異なる地
点からの発射）

◆ 様々なプラットフォームからの発射
（任意の地点からの発射・隠蔽が可能）

◆ 固体燃料化
（液体に比べ、保管や取扱い等が容易）

８発の弾道ミサイル発射
(2022年6月)

◆ 複数発の同時発射
4発の弾道ミサイル発射

(2017年3月)
SRBM

（2019年11月）

◆ 発射間隔が１分未満の発射

特定の目標に命中
（2019年5月）

◆弾道ミサイルを異なる場所から発射し、
特定の目標に命中させることを追求

長射程ミサイルの開発

新型ICBM級「火星17」 ◆「火星１５」の射程14,000km
以上（平壌から発射）の場合、
米国全土が含まれる。

※弾頭重量等による

⇒開発を進展させた場合、米国に対する抑止
力を確保したと一方的に認識し、軍事的挑発
の増加・重大化につながる可能性も

ICBM級「火星15」※
（射程14,000km以上 ）

ICBM級「火星14」
（射程5,500km以上）

ICBM級「火星17」※
「火星18」 ※
（射程15,000km以上）

北朝鮮の弾道ミサイル開発の動向
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ウクライナ

国土地理院標準地図を加工

黒 海

南部軍管区

ポルタヴァ

クレメンチューク

ベルジャンスク

資料源：ウクライナ政府機関ウェブサイト、ロシア大統領府ウェブサイト、ISW等

ズミイヌィ島

クロピヴニツキー

チェルニウツィー

スーミ

南ウクライナ原発

フメリ二ツキー
原発

リヴネ原発

ウクライナ軍が露西部クルスク州への越境攻撃を実施し、漸進する一方、露軍は、同攻撃に対応しつつも、
ウクライナ東部への攻勢を継続している模様

チョルノービリ原発

ベルゴロド

ヴァルイキ

マズィリ

ブリャンスク

クルスク ヴォロネジ

モルドバ

ルハンスク

ロストフ・ナ・ドヌー

ノヴォロシースク 0km 200km

ウマニ

ベリベク

メリトポリ

クリミア大橋

マリウポリ

アゾフ海

チェルニヒウ

テルノピリ

ポーランド

イジューム

オチャキウ

ベラルーシ

ロシア

クレミンナ

セヴェロドネツク

クピャンスク

クリミア
（ウクライナ領、
14年露が占拠）

セヴァストーポリ

サキ

ジャンコイ

ニコポリ

ヴィンニツァ

リヴィウ

ヘルソン

クリヴィー・リフ

ジトーミ
ル

ホメリ

アンドリイウカ

ザポリッジャ原発

ウジホロド

ルーツク

イワノフランキウスク
リマン

ザトカ

リヴネ

バフムート

トクマク

アントニウスキー橋

ミコライウ

クラスノフヴァル
ジーシケ

ヘニチェスク

主要都市（下線は州都）

露軍が占領した地点

侵略開始後に露軍が占領し保持している地域

ウクライナ軍が占領した地域

ドナウ川

イズマイル

ボイコ・タワーズ

エフパトリア

ドニプロ川

クリンキー
ピドステプネ

ケルチ

ロボチネ
ベリスラウ

プリモルスコ・アフタルスク

チャウダ岬

チョンハル橋

トゥアプセ

ラズドルノエ

ドネツク

戦闘による人的被害・物的損耗の状況
露軍：死者約12万人、負傷者約18万人（NYT23年8月18日）

：死者約18万人（ゼレンスキー大統領24年2月25日）
：死傷者50万人以上（英国防省24年5月31日）

「ウ」軍：死者約7万人、負傷者約12万人（NYT23年8月18日）
：死者3.1万人（ゼレンスキー大統領24年2月25日）

「ウ」市民：死者10,000人以上、負傷者1万8,500人以上（UN23年12月4日）

ザヒルネ

エイスク

モロゾフスク

キーウ

ネストリハ島

ポクロウスク

リプツィ

ストリレチャ

ヴォウチャンスク

スタロマヨルスケ

ザポリッジャ

フメリ二ツキー

チョルノモルスク

クラスノダール

オデーサ

ハルキウ

• 「ウ」空軍は、11日に北朝鮮製弾道ミサイルKN‐23×4発が「ウ」に対し発射されたと発表。
ゼレンスキー大統領は、同ミサイルの内の1発によりキーウで2名が死亡したと発言（8月11日）

• ゼレンスキー大統領は、一部の支援国の戦争評価に影響していた露のレッドラインという概念は、
「ウ」がクルスク州の一部を掌握した時点で崩れた旨述べ、戦争における全ては「ウ」と支援国の
勇気次第であり、支援国が「ウ」と足並みを揃えることが重要であると指摘（8月19日）

• 露国防省は、国境地域の州に、編組部隊「ベルゴロド」、「クルスク」、「ブリャンスク」が創設された
と発表（8月20日）

ピシチャネ
チェルカーシ

ヴェセレ
リシチネ
イヴァニウカ
セルヒイウカ
スヴィリドニウカ

チャシフ・ヤール

クラホヴェ

クラマトルスク
ドニプロ

スジャ

コレネヴォ

アウディウカドンバス親露分離派
勢力支配地

（22/2/24以前）

ザリズネ
ニウ・ヨルク
（トレツク方面）

ヴィイムカ駅

• 「ウ」情報総局は、「ウ」軍等が、露ボロネジ州、クルスク州及びニジニ・ノブゴロド
州に位置する4つの軍事飛行場（ハリノ、ザヴァスレイカ、ボリソグレブスク、バル
チモア）を攻撃したとし、これらの飛行場にはSu-34戦闘爆撃機やSu-35戦闘機
等が配備されており、標的は燃料貯蔵庫や弾薬庫であったと発表（8月15日）

• 露国防省は、モスクワ州(11)、ブリャンスク州(23)、ベルゴロド州(6)、カルーガ州
(3)、クルスク州(2)において計45機の無人機を撃墜したと発表。モスクワ市長は、
同市に対する無人機攻撃としては過去最大規模の1つと発言（8月21日）

• 「ウ」軍報道官は、露軍が、クルスク州への越境攻撃を受けて、「ウ」南部ザポ
リッジャ州及びヘルソン州から部隊の一部を移動させたと言及（8月13日）

• ゼレンスキー大統領は、クルスク州スジャ市を解放したとし、同市に軍事警備
司令部を設置すると発表。また、越境攻撃の目的に関して、露領土に緩衝地
帯を作ることは「ウ」防御作戦の一部であると発言（8月15日、18日）

• シルスキー総司令官は、クルスク州への越境攻撃について、露領内に28㎞か
ら35km前進し、1,263㎢を占領したほか、93の集落を掌握と表明（8月20日）

• 「ウ」メディアは、露軍が大統領から10月1日までのクルスク州解放の命令を受
領も、同任務は重要地域であるポクロウスク・トレツク方面からの戦力撤退な
しに実施されるとし、実際、同地域の攻勢は鈍化せずと報道（8月20日）

• 露外務省報道官は、「ウ」軍が、米国の高機動ロケット砲システム（HIMARS）
によりクルスク州セイム川に架かる橋を破壊した旨表明。また、「ウ」特殊作戦
軍は、同州への攻撃にHIMARSを使用している旨発表（8月16日、21日）

• 露国防省は、ドネツク州において、9日にヴェセレ村、13日にリシチネ村、15日
にイヴァニウカ村、16日にセルヒイウカ村、18日にスヴィリドニウカ村、19日に
ヴィイムカ駅及びザリズネ村、20日にニウ・ヨルク村、21日にジェランネ村を
解放したと発表
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ロシアによるウクライナ侵略の状況（８月２２日時点）



極東方面におけるロシア軍の動向／中露軍事協力極東方面におけるロシア軍の動向／中露軍事協力

ロシア軍は、太平洋・北極海方面の軍備強化、中国との共同活動など、活発な軍事活動を継続
中露両国は、近年、我が国周辺で、艦艇の共同航行・爆撃機の共同飛行、各種訓練を実施するなど、
軍事面での連携を強化。

ウクラインカ
（長距離爆撃機）

オホーツク海
露戦略原潜活動海域

対馬
海峡

国後島

樺太南部

ハバロフスク
（東部軍管区司令部）

津軽
海峡

日 本

日本海

太平洋

ベーリング海

北極海

極東ロシア軍の
新型装備（例）

ステレグシチー級
ミサイルフリゲート

地対空ミサイル
「S-400」 Su-35S戦闘機 アナディリ

（迎撃戦闘機）

宗谷
海峡

ウラジオストク
（水上艦等）

択捉島

カムチャツカ半島

チュコト半島

ウランゲリ
島

アラスカボレイ級戦略原潜

大隅
海峡

太平洋・オホーツク海周辺の
露地対艦ミサイルの
射程イメージ

ロシア

幌筵島

ルーヤンⅢ級
ミサイル駆逐艦

ステレグシチー級
ミサイルフリゲート

松輪島
千島列島

ペトロパブロフスク・カムチャツキー
（戦略原潜等）

※星印（ ）は極東方面
における露軍の主要な配備
地

中露共同航行（2024年7月）
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無人機

ウクライナ侵略でみられる最近の軍事技術の動向

ロシア軍は、2022年3月に実戦で初めて新型の空中発射型弾道ミサ
イル「キンジャル」を使用したとされるほか、2024年2月には新型
の空中発射型巡航ミサイル「Kh-69」を初めて使用し、ウクライナ
のインフラに甚大な被害を与えたとの指摘

2022年4月のウクライナ内務省公式発表で、ウクライナ領土におけ
るロシアとベラルーシの軍隊による犯罪について、8,000件以上の刑
事訴訟を開始したと発表。

この捜査では、AI(人工知能)顔認証を使用し、100億枚以上の写真
を含むデータベースと比較して、ロシア人を特定。

ロシア兵の故人の特定にもAI顔認証を活用。

ミサイル

その他

資料源：各種報道等

ロシア・ウクライナ双方が多様な無人機を使用。
・ ウクライナは、国産の無人水上艇「MAGURA Ⅴ」などを用いて

ロシア黒海艦隊の艦艇を複数撃沈
・ ロシアは、複数種のミサイルと無人機「シャヘド131/136」を

組み合わせた大規模な複合攻撃を実施しているとの指摘。
・ そのほか、双方が前線で、FPV（一人称視点）ドローンを用いて、

敵塹壕陣地や装甲車両、兵士に対する攻撃を実施しているとの指摘
ウクライナ産無人水上艇
「MAGURA Ⅴ」【BBC】

FPVドローンを操作する様子
【Economist】

ロシア軍は、電子戦システムを前線に
広く配備し、妨害電波を用いることで
ウクライナ軍が使用する欧米製のGPS
誘導弾の精度を低減させているとの指摘

電子戦

開戦初期、ウクライナ国内の電波塔やTV塔が攻撃を受けたが、イー
ロン・マスク氏の承諾を得たウクライナ側は、通信衛星コンステ

「スターリンク」を使用し、代替となる通信手段を確立したとの指摘。

通信

空中発射型弾道ミサイル
「キンジャル」【ロシア国防省】

空中発射型巡航ミサイル
「Kh-69」【Defense Express】

ウクライナで用いられている
「スターリンク」受信アンテナ

【AFP】

※ウクライナメディア
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【全般】 情報源：報道

○ ７月31日、イラン革命防衛隊はハマスの最高指導者であるハニーヤ政治局長が訪問先のテヘランで殺害
されたと発表。ハニーヤ氏は、イランのペゼシュキアン大統領の宣誓式に出席するため、同国を訪問。ハマス
も、殺害を確認し、イスラエルによる襲撃（raid）を受けて死亡したと主張。

〇 8月6日、ハマスはハニーヤ政治局長の後任として、ガザ地区における指導者であるシンワル氏を選出。

〇 13日、米国はイスラエルに対し、F-15等の総額200億ドル以上の武器売却を承認。

〇 １５日、米国、エジプト、カタールの仲介で、イスラエルとハマスが停戦に向けた交渉を再開。

〇 １８日、ハマスは、停戦に向けた米国の新提案について、恒久停戦やイスラエル軍のガザ撤退を拒否する
イスラエルのネタニヤフ首相の条件に沿うものであると非難。

○ 各種報道によると、21日、バイデン米大統領はネタニヤフ首相との電話会談で、ガザからの軍撤退を巡り
強硬姿勢を貫く同首相に軟化を要求。

【ガザ地区の主な事象】 情報源：イスラエル軍、戦争研究所、報道

○ イスラエル軍は、ガザ南部ラファハやハーン・ユーニスに加え、北部のネツァリム回廊沿いで地上作戦を継
続。空軍は散発的に空爆を実行。ハマス等も、ロケット弾、IED等でイスラエル軍への攻撃を継続。

・ 7月２３日付アルジャジーラによると、イスラエル軍は22日に南部ハーン・ユーニスで攻撃。少なくとも81人
が死亡し、250人以上が負傷。攻撃された地域は、「人道支援ゾーン」に指定されていた。

・ 29日、イスラエル軍の第162師団は、ラファハでパレスチナ戦闘員と交戦。

・ 30日、イスラエル軍は、第98空挺師団が南部ハーン・ユーニスでのハマスの再掃討作戦の完了を発表。7
月22日以降の作戦で、パレスチナ戦闘員150人以上を殺害したと報告。同日、イスラエル軍は、第９９師団の
下で活動していた第3旅団（アレクサンドロニ旅団）は、第２５２師団の下、ネツァリム回廊沿いで掃討作戦を実
行していると発表。

・ 8月1日、イスラエル軍は、ハマス軍事部門司令官のデイフ氏の死亡を確認したと発表。

・ 10日、イスラエル軍は、ガザ北部の学校を空爆。報道によると、避難していた住民ら100人超が死亡。

・ 17日、ハマスはガザ市南部ザイトゥーンでイスラエル軍兵士2人を殺害。

・ ２０日、イスラエル軍は、ハーン・ユーニスのトンネルで人質6人の遺体を回収。残る人質は推定109人。

令和６年８月２２日

○ ２０２３年１０月７日、ガザ地区のハマスを含むパレスチナ武装勢力は、イスラエルに多数のロケット弾を発射。また、戦闘員が
イスラエル側に侵入し、外国人を含む市民を殺害・誘拐。イスラエル軍は、ガザ地区に対する空爆及び地上作戦を実行。

○ ２０２３年１１月２４日から１２月１日まで、ハマスとイスラエルの間で、戦闘休止。１２月１日以降、イスラエル軍は、ガザ地区北
部での地上作戦を再開。その後、南部でも地上作戦を開始。ネタニヤフ首相は、事実上のハマス壊滅まで戦闘を継続する意向。

【１０月７日以降の死者数】 イスラエル側：１,５３２人以上（イスラエル軍兵士３３２人と外国人含む）、パレスチナ側：４０,３１９人以上。（8月１９日付、ＯＣＨＡ）

日本時間8月19日04:00時点
出典：戦争研究所

ネツァリム回
廊

ラファハ

イスラエル空軍は、ガザ北部
ガザ市での空爆を継続。

6月15日以降、人道支
援物資の搬入量を増や
すため、8時～19時まで、
軍事活動の「戦術的一
時停止」を実施。

5月6日以降、イスラエル
軍は、ラファハで地上作戦
を継続。

8月8日、イスラエル軍は、
ハーン・ユーニスで掃討作
戦を再開。

ガザ地区戦況

ハマスの兵力：推定３万人 （24年7月10日、イスラエルのガラント
国防相は、ハマス戦闘員の60％が死傷したと主張。）
ハマスが保有する主な武器（いずれも数量不明）
対戦車ミサイル・携行式対戦車システム、多連装ロケット砲、
迫撃砲、短距離弾道ミサイル

イスラエル軍は、ネツァリム回廊
沿いで地上作戦を継続。

ガザ市

ハーン・ユーニス

15

最近のイスラエルとパレスチナの戦況 （資料源：イスラエル軍HP、戦争研究所、報道等）

令和６年８月２２日



イスラエル

レバノン

シリア

ゴラン
高原

ﾖｱﾌﾞ駐屯地

ﾐﾂﾍﾟ･ｱﾃﾞｨ基地

ｴｲﾝ･ｾﾞｲﾃｨ
ﾑ

基地

ｶﾄｽﾘﾝ基地

ｱﾙｶﾗ北駐屯
地

ﾍﾛ基
地

ｱｳﾞｨｳﾞｨﾑ基
地

ｵｽﾞ基地
ｼｮﾒﾗ・ｱｰﾏﾘｰ

基地

ﾊﾞﾗｸ駐屯地
ﾌｨﾛ駐屯地

ﾊﾞｲﾗﾆﾄ
駐屯地

主な事象

（資料源：イスラエル軍HP、報道等）

令和６年８月２２日

事案発生箇所（推定）

イスラエル軍の基地・駐屯地

資料源：報道、ISW等

○ １０月８日以降、レバノンで活動するシーア派武装組織のヒズボラ等がイスラエル北部でイスラエル軍等に対する攻撃を実行。

・ ヒズボラ等は、国境付近のイスラエル領内に向け、無人機、対戦車ミサイル、ロケット弾を発射。

・ イスラエル軍は、主に国境付近のヒズボラの軍事拠点等を空爆。散発的に、レバノン東部のバールベック近郊を空爆。

○ イスラエル北部では、数万～１０万人規模の住民が避難。レバノン側でも、数万人規模の住民が避難。

○ 6月18日、イスラエル軍北部コマンド司令官らは、レバノンで
の攻撃作戦計画を承認、現地部隊の継続的な即応体制強化
を決定。

○ 23日、ネタニヤフ首相は、イスラエル北部に部隊を防衛目的
で再配備する意向を表明。

○ 7月3日、イスラエル軍は、ヒズボラのレバノン南部地域の主
要3個師団のうち1個を率いる指揮官を殺害したと発表。

○ 4日、ヒズボラは、200発以上のロケット弾を発射。イスラエル
軍兵士1人が死亡した模様。

○ 7日、イスラエル軍は、ヒズボラの防空部隊の主要メンバーを
殺害。

○ 17日、ナスララ師は、イスラエルが民間人を標的にし続けるな
ら、イスラエル国内の新たな場所を攻撃すると脅迫。

○ 27日、ゴラン高原のマジュダルシャムスのサッカー場にロケッ
ト弾が着弾し、少なくとも12人が死亡。イスラエル軍はヒズボラ
の犯行と断定。ヒズボラは関与を否定。

○ 27日夜から28日未明にかけて、イスラエル軍はヒズボラ関連
施設を空爆。

○ 30日、イスラエル軍は、レバノンの首都ベイルート郊外を戦闘
機で空爆し、ヒズボラの軍事部門最高幹部フアド・シュルク氏を
殺害したと発表。

〇 8月7日、イスラエル軍は、ヒズボラの対戦車部隊指揮官を攻
撃し殺害。

〇 17日、イスラエル軍は、ヒズボラのラドワン部隊（イスラエル内
での地上作戦を実施するために結成された精鋭部隊）の指揮
官を殺害。同日、ヒズボラはロケット55発以上を発射。

○ 21日、イスラエル軍は、ベッカー高原（バールベック近郊）に
あるヒズボラの武器庫を夜間に空爆したと発表。

7月3日、イスラエル軍の無人機に
よる空爆で、ヒズボラの指揮官モ
ハメド・ナマ・ナセルが死亡。

7月27日、サッカー場にロ
ケット弾が着弾。少なくと
も12人が死亡。

7月7日、イスラエル軍は、ヒ
ズボラの防空部隊の主要メン
バーであるメイサム・ムスタ
ファ・アル・アターを殺害。

7月30日、イスラエル軍は、レ
バノンの首都ベイルート郊外を
空爆。ヒズボラの軍事部門最高
幹部フアド・シュルク氏を殺害。

8月7日、イスラエル軍は、ヒズボ
ラの対戦車部隊の指揮官ハッサ
ン・ファルス・ジャシが死亡。

8月17日、イスラエル軍空爆で、
ラドワン部隊の指揮官フサイン・
イブラヒム・カサブが死亡。
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イスラエル北部の情勢
（資料源：イスラエル軍HP、報道等）

令和６年８月２２日



イスマイル・ハニーヤ
（Ismail Haniyeh）

ムハンマド・デイフ
(Muhammad Deif)

ヤヒヤ・シンワル
（Yahya Sinwar）

ハマス最高幹部
政治局長

ハマス軍事部門の
司令官

ガザ地区における
ハマスの指導者

政治局長

7月3１日、イランで殺害
された。

７月13日、ガザ地区南
部で空爆を受け死亡。

８月６日、ハマスはシン
ワル氏を新たな政治局
長に選出したと発表。

防 衛 省 調 査 課
令 和 ６ 年 ８ 月 ７ 日

ハマス幹部

○ 殺害方法について、ハマスはイスラエル
の「襲撃」があったと発表。一部報道では、
「空爆」、「ミサイルによる攻撃」、「ドローン
による攻撃」、「部屋に設置された爆弾」等
と報じられている。

○ ハマスやイランは、ハニーヤ氏の殺害に
ついてイスラエルに責任があると主張。
イスラエルはコメントせず。

イランの最高指導者ハメネイ師の声明

〇 7月３１日、パレスチナのイスラム組織ハマスは、同組織の最高幹部ハニーヤ氏が訪問先のイランの首都テヘランで、「イスラ
エルの襲撃（Zionist raid）を受けて殺害された」と発表。同日、イランの革命防衛隊も同氏の死亡を確認。

・ ハニーヤ氏は、イランのペゼシュキアン最高指導者の宣誓式に出席するためにテヘランを訪問。

○ 同日、国連安保理はイランの要請により、緊急会合を開催。多くの理事国が緊張緩和を要求。イランは、イスラエルによるテロ行為
の結果、ハニーヤ氏が死亡したと指摘。イスラエルは、イランこそがテロ支援国家であると指摘、ハニーヤ氏殺害には言及せず。

○ 同日付NYTは、複数のイラン高官の話として、イランの最高指導者ハメネイ師がイスラエルを直接報復攻撃するよう命じたと報道。

○ ８月１日、イスラエル軍は、ハマス軍事部門司令官のデイフ氏の死亡を確認したと発表。

犯罪者であり、テロリストであるシオニスト政権（※）は、こ
の行為により自らに厳しい罰を招くこととなった。ハニーヤ
氏は、イランの領土で殉教した。その血に対する復讐はわ
れわれの義務である。 （ ３１日付イラン国営通信）

【アルジャジーラが掲載したハマスの声明（一部抜粋）】

ハニーヤ氏の殺害方法

ハニーヤ氏が殺害されたとされる建物

（※）シオニスト政権は、イスラエルを指
す。

○は、攻撃を受けたとされる部分。

ハニーヤ氏が
滞在していた場所

ハマス指導者が
普段滞在する地
区

17

ハマス幹部の殺害 防 衛 省 調 査 課
令 和 ６ 年 ８ 月 ７ 日



○ 現地時間４月１３～１４日、イランはイスラエルに向けて多数のミサイルと無人機を発射。ごく一部がイスラエル領内に着弾。

・ イランは、在シリア・イラン大使館への攻撃※で、革命防衛隊の司令官らが殺害されたことへの報復であると主張。

※ ４月１日午後５時頃、イランの在シリア大使館領事部の建物が攻撃され、革命防衛隊の司令官ら７人等が死亡。イランはイス
ラエルによる犯行と断定。

○ 攻撃の７２時間前に報復攻撃する旨を周辺国に伝達（トルコは同伝達を確認）、スイスを通じて米国にも事前通告していた模様。

○ イエメン、イラク、シリアからも無人機等による攻撃があった模様。他方、隣国のレバノンから長射程のミサイルは飛来せず。

４月１３日の事案（イラン側の攻撃）

イランによる報復攻撃
殺害された幹部 ※ 暗殺日 報復日 報復内容

ソレイマニ少将
2020年
1月3日

2020年
1月8日

イラクの米軍拠点（アサド基地とエ
ルビル基地）に弾道ミサイル16発を
発射。 (米発表)

ムサビ准将
2023年
12月25日

2024年
1月15日～
16日

イラクのエルビルにある「モサドの拠
点」に弾道ミサイルを発射。

ザヘディ准将
（今回）

2024年
4月1日

2024年
4月13日～
14日

イスラエル本土に対し、およそ無人機
170機、巡航ミサイル30発以上、
弾道ミサイル120発以上を発射。

※ ソレイマニ少将は、コッズ部隊の司令官。ザヘディ准将は、ソレイマニ少将の死亡後に殺害されたコッズ
部隊幹部の中で最も高い地位であるとの指摘有。ザヘディ准将殺害の際は、在シリア・イラン大使館の
領事部も破壊されており、イランの最高指導者ハメネイ師はこれを「イラン本土に対する攻撃」と非難。

コッズ部隊幹部が殺害された後のイラン側の主な報復事案

全長3.5ｍ、翼幅2.5ｍ、重量
200kg、ペイロード40kg、巡航速度
185km/h、最大射程2,500km。

シャヘド136

ケルマーンシャー
(Kermansha)

ドクハ(Dokuh)約2,100km

約1,200km

名称 種類 最大射程 配備年 推進方式

ガドル 弾道ミサイル 1,950km 2007 液体燃料
エマード 弾道ミサイル 2,000km 2015 液体燃料

ハイバル・シェキャン 弾道ミサイル 1,450km 2022 固体燃料

パーヴェ 巡航ミサイル 1,650km 2023 -
シャヘド136 無人機 2,500km 不明 -着弾場所

イランによる使用が指摘されているミサイル・無人機

2023年2月に初めて公開された巡
航ミサイルであり、詳細な諸元は不
明。最大射程1,650kmとの指摘が
ある。

パーヴェ

ミサイル等の発射
地点（報道）

出典：IISS

出典：RUSI

イスラエル軍は、弾道ミサイル１２０発以上、巡航ミサイル３０発以上及び無人機約
１７０機が発射されたと発表。
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追尾レーダーが存在。被弾によって燃焼
した後、カバーで覆われた可能性がある。

２０２４年４月１９日

出典：Institute for Science and International Security(ISIS) , 2024年4月23日

着弾箇所
（可能性） カバーによる未確

認の外形

消火器の水跡
（可能性）

発射機４機が消失。

イスラエルがイランを攻撃（報道）

○ ４月１９日、イラン系メディアは、イラン中部イスファハン州の空軍基地付近で３回爆発音が鳴り、複数の小型無人機が撃墜され
たと報道。イランのアブドラヒアン外相は「撃墜された無人機はいかなる被害ももたらさなかった」と主張。

○ 米政府高官の話として、イスラエルがイスファハン近郊の防空施設に３発の空対地ミサイルを発射したとの報道がある。

○ イスファハン州の空軍基地にある防空システムS-３００PMU-２（以下、S-３００）の追尾レーダーが損傷したとの指摘がある。

・ イランは、４基※のS-３００を保有。イスファハンに配備されていたS-３００は、核施設等の防衛に使用されていたとの指摘がある。

イスファハン州の空軍基地の状況

イランの防空体制

S-200

出典：米DIA(2019年)

イランが保有するS-300 PMU2は、航空機、弾道ミサイル、巡航ミサイルに対応可能。

イランの核施設

イランは、S-200や
イランが開発した
Bavar-373等の
防空システムも保有。

イスファハン州の空軍基地からの距離
○ イスファハン：南に22km
○ ナタンズ：北に105km

出典：FT(2024年4月17日)○ 4月19日に撮像された
衛星画像を踏まえ、S-
300の追尾レーダーが損
傷したとの指摘がある。

○ イランが保有するS-
300は全部で４基。重
要インフラや首都防衛の
ために使用。（右図赤
丸）

○ なお、Jane’s(2024
年)によると、３基は、首
都テヘランに配備。

1. 早期警戒レーダーが300km
の範囲にわたって物体を追跡
し、情報を指揮統制車に伝
達。(指揮統制車は、目標の
潜在的脅威を評価)

2. 目標が特定され、指揮統制
車が追尾レーダーに対し、ミサ
イル発射を命令。

3. 発射機から、2発の地対空ミ
サイルを発射。

4. 追尾レーダーがミサイルを誘導。

S-300(PMU-2)の概要
※ 1基は、発射機、レーダー、火器管制装置等の防空システム一式を含む。

（資料源：報道等）

令和６年６月１１日

２０１８年１０月１日

発射機４機

車台に取り
付けられた
レーダーの
影

土台の影

出典：ISIS, 2024年4月23日
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○ １４年８月、反政府勢力ホーシー派が首都サヌアを占拠。１５年２月、ハーディ大統領が南部のアデンに退避。
・ホーシー派は、元々は北部サアダ県を拠点としていたが、西部（紅海沿岸）～南部に向け支配地域を拡大。

○ ２３年１０月以降、イスラエル・パレスチナ武装勢力間の衝突を受け、ホーシー派がイスラエルや紅海・アデン湾を通
航する船舶に対する攻撃を度々実行。

○ ２３年１２月、米は多国間の「繁栄の守護者作戦」を開始。２４年１月以降、米国や英国は、ホーシー派支配地域
への攻撃を実施。

ホーシー派の概要

勢力関係図

関連年表勢力分布の推移
ホーシー派支配
領域の拡大
■ サアダ県
■ 12年時点
■ 14年秋時点
■ 15年春時点

12～15年春 サウジアラビア

イエメン

22年1月

イエメン

サウジアラビア ■ 政府の支配
■ 政府の影響
■ 南部独立勢力
■ ホーシー派
■ アルカイダ系

（資料源：Risk
Intelligence等）

ホーシー派
（反政府勢力）

ハーディ政権 独立勢力等

イラン

サウジアラビア UAE

連合軍

支援

支援支援

20年12月、
ハーディ政権と

独立勢力の一部
が統一政府設立

敵対 敵対

北部

南部 南部

他に、カタール、クウェート、バーレーン、
エジプト、スーダン、モロッコ及びヨルダンが参加

○ シーア派の一派であるザイド派を信奉。
（イエメン人口の約65％がスンニ派、約35％がシーア派）

○ 04～10年の間、サーレハ前政権と、6度にわた
り軍事衝突。

〇 米国家情報長官は、イランが、ホーシー派に
先進的な軍事システムを供与していると評価。

〇 国連安保理は、14年2月、ホーシー派指導者
等に対する資産凍結及び渡航禁止を決定、15年
4月には武器禁輸を追加決定。22年2月末、ホー
シー派全体を制裁対象に指定。

（資料源：報道等）

（資料源：報道等）

2011 11 サーレハ大統領（当時）に対するデモを受け、同大統領が辞任

2012 2 大統領選挙が実施され、ハーディ新大統領が就任

2013 3 ホーシー派、新憲法制定に向けた国民対話に参加（～2014.1）

2014 2 国連安保理、イエメンの平和、安全及び安定を脅かす行為に関与・支援を理
由に、ホーシー派指導者等に対する資産凍結、渡航禁止を決定

8 ホーシー派が首都サヌアを占拠

2015 2 ハーディ大統領がサヌアから南部のアデンに退避

3 ホーシー派が南部に進出。ハーディ大統領がサウジに出国し、同大統領の要
請に基づき、サウジ率いる有志連合が軍事作戦を開始

4 国連安保理、ホーシー派指導者等に対する武器禁輸を追加決定

2018 12 イエメン政府とホーシー派がホデイダ（紅海沿岸の街）停戦に合意

2019 11 イエメン政府と南部の独立勢力「南部移行評議会（STC）」が権力分担を取り
決める「リヤド合意」を締結。UAEがアデン等から自国の派遣部隊を撤収

2020 10 国連の仲介の下で、イエメン政府側とホーシー派が捕虜交換を実施

12 リヤド合意に基づく新内閣がアデン空港到着時、ホーシー派によるとみられる
爆発事案が発生

2021 1 トランプ米政権、ホーシー派を外国テロ組織に指定

2 バイデン米政権、イエメンでの攻撃的作戦への支援停止を発表、ホーシー派
に対する外国テロ組織指定を撤回

3 サウジ、イエメン危機終結に向けたイニシアティブを発表

2022 2 国連安保理、ホーシー派全体を制裁対象に指定

4 紛争当事者がイエメン全土における2か月間の停戦に合意。

6 停戦期間の更新。

8 停戦期間の更新。

10 停戦期間が更新されず。他方、大規模な衝突はほとんど生起せず。

（資料源：報道等）

ジブチの対応
○ モハメッド首相は、「ホーシー派に街

を破壊されたくないため、米国に対し、
ジブチを対イエメン軍事作戦の拠点と
しないように伝えた」と主張。

○ ユスフ首相は、ホーシー派の攻撃を
「パレスチナ人の正統な救済」とし、非
難しないことを確認。

（資料源： 24年2月13日付
英ガーディアン）

最近のイエメン情勢
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３.３文書の概要と７本柱の全体像
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新たな戦略体系

国家防衛戦略

国家安全保障戦略

防衛力整備計画

今後の戦略文書体系

• 我が国として保有すべき防衛力の水準を示し、その水準を
達成するための中長期的な整備計画で以下の内容を含む
もの
－ 自衛隊の体制(おおむね１０年後の体制を念頭)
－ ５ヵ年の経費の総額・主要装備品の整備数量（特に重要な装備品

等の研究・開発事業とその配備開始等の目標年度などを本文に記載)

• 防衛力の整備、維持、運用の基本的指針
• 我が国として保有すべき防衛力の水準とし
ての 自衛隊の体制を規定

(おおむね10年程度の期間を念頭)

防衛計画の大綱（2018年）

国家安全保障戦略（2013年）

中期防衛力整備計画（2018年）

• ５ヵ年の経費の総額の限度・主要装備の
整備数量を明示

• 国家安全保障に関する最上位政策文書
• 外交政策及び防衛政策を中心とした国家安
全保障の基本方針

（おおむね10年程度の期間を念頭）

これまでの戦略文書体系

• 防衛の目標を設定し、それを達成するための方法と手段を
示すもの
－ 防衛力の抜本的な強化（重視する７つの能力を含む）
－ 国全体の防衛体制の強化
－ 同盟国・同志国等との協力方針

（おおむね10年程度の期間を念頭）

• 国家安全保障に関する最上位政策文書
• 外交、防衛に加え、経済安保、技術、サイバー、情報等
の国家安全保障戦略に関連する分野の政策に戦略的指
針を与える。

（おおむね10年程度の期間を念頭）

※ 一般的に戦略とは、目標（Ends）を定め、それを達成するための方法（Ways）及び手段（Means）を示した基本方針のこととされる。

2022年12月16日、国家安全保障戦略・国家防衛戦略・防衛力整備計画を新たに策定
戦略性を帯びた大綱を名実ともに国家防衛戦略として策定。これにより、戦略３文書の体系を確立。

22



国家安全保障戦略の概要

（１）自由で開かれた国際秩序を強化するための外交を中心とした取組の展開
（２）我が国の防衛体制の強化

①国家安全保障の最終的な担保である防衛力の抜本的な強化
領域横断作戦能力に加え、スタンド・オフ防衛能力、無人アセット防衛能力等を強化
反撃能力の保有
2027年度に防衛力の抜本的強化とそれを補完する取組を合わせた予算水準が現在のGDPの２％に達するよう所要の措置

②総合的な防衛体制の強化：防衛力の抜本的強化を補完し、それと不可分一体のものとして、研究開発、公共インフラ、サイバー安全保
障、同志国等との国際協力の取組を関係省庁の枠組の下で推進

③防衛装備移転の推進：防衛装備移転三原則・運用指針を始めとする制度の見直しを検討。

（３）米国との安全保障面における協力の深化: 米国による拡大抑止の提供を含む日米同盟の抑止力と対処力を一層強化

（４）我が国を全方位でシームレスに守るための取組の強化
①サイバー安全保障：能動的サイバー防御の導入。サイバー安全保障の政策を一元的に総合調整する新たな組織の設置
②海洋安全保障・海上保安能力：海上保安能力を大幅に強化・体制を拡充。
③安全保障関連の技術力の向上と積極的な活用

（５）経済安全保障政策の促進
自律性、優位性、不可欠性の確保等。サプライチェーン強靱化。重要経済安保情報を含む我が国の情報保全の強化の検討等

１．経済財政基盤の強化:我が国の経済が成長できる安全保障環境を確保。
２．社会的基盤の強化:平素からの国民の安全保障に関する理解と協力。

３．知的基盤の強化: 安保分野における政府と企業・学術界との実践的な連携の強化、効果的な国内外での発信等

我が国の国家安全保障を支えるために強化するべき国内基盤

外交力、防衛力、経済力、技術力、情報力といった総合的な国力を用いて、戦略的なアプローチを実施
自分の国は自分で守り抜ける防衛力を持つことは、力強い外交の地歩を固めるものである。
経済財政基盤の強化と安全保障の改善の循環の重要性を明記。

我が国が優先する戦略的なアプローチ
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我が国の防衛の基本方針（１／２）

①力による一方的な現状変更を許容しない安全保障環境を創出

②力による一方的な現状変更やその試みを、
同盟国・同志国等と協力・連携して抑止・
対処し、早期に事態を収拾

③万が一、我が国への侵攻が生起した場合
我が国が主たる責任をもって対処し、同盟
国等の支援を受けつつ、これを阻止・排除

３つの防衛目標

中国の力による一方的な現状変更の試みと活動の活発化 ロシア軍によるウクライナへの全面侵攻

３つの防衛目標を達成するための３つのアプローチと手段により、あらゆる努力を統合する
ことで、国民の命と平和な暮らし、そして、我が国の領土・領空・領海を断固として守り抜く

Ｇ７広島サミットを主催する
岸田総理大臣

（２０２３年５月）
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我が国の防衛の基本方針（２／２）
防衛目標を達成するための３つのアプローチ
①我が国自身の防衛体制の強化

我が国の防衛力を抜本的に強化
国全体の防衛体制を強化

②日米同盟の抑止力と対処力の強化
“日米の意思と能力を顕示”

③同志国等との連携の強化
“一か国でも多くの国々との連携を強化”

日米防衛相会談（２０２４年7月）

次期戦闘機（イメージ）

日米加比共同訓練（２０２４年６月） 25



防衛力抜本的強化を補完する不可分一体の取組として、我が国の国力を結集した総合的な防衛体制を強化
政府と地方公共団体、民間団体等との協力を推進

我が国自身の防衛体制の強化に裏付けられた外交努力
有事を念頭に置いた自衛隊と警察や海上保安庁との間の連携要領の確立
宇宙・サイバー・電磁波領域の能力を防衛力に直結するよう政府全体で強化
先端技術の防衛面での活用、防衛産業を活用しつつ早期装備化を実現
防衛ニーズを踏まえた空港・港湾等の整備・強化、平素からの空港・港湾等の

使用等の各種施策
政府全体として国民保護訓練の強化等の各種施策
防衛施設周辺の地方公共団体や地元住民の理解及び協力を獲得

自衛隊と警察・海上保安庁との連携強化

高出力マイクロ波によるドローンの飽和攻撃等
への対処（先端技術の活用）

JAXAと連携しSSA（宇宙状況把握）シス
テムを運用

防衛省と地域社会との協力を
象徴するエンブレム

具体的な取組

第１のアプローチ：我が国自身の防衛体制の強化その１ 国全体の防衛体制の強化
我が国を守るためには自衛隊が強くなければならないが、我が国全体で連携しなければ、我が国を守ること

はできない。このため、国力を統合した国全体としての防衛体制を構築。
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我が国への侵攻そのものを抑止するために、遠距離から侵攻戦力を阻止・排除

抑止が破られた場合、①と②の能力に加え、領域を横断して優越を獲得し、非対称
的な優勢を確保

迅速かつ粘り強く活動し続けて、相手方の侵攻意図を断念

①スタンド・オフ防衛能力 ②統合防空ミサイル防衛能力

③無人アセット防衛能力 ④領域横断作戦能力

⑥機動展開能力・国民保護 ⑦持続性・強靱性

⑤指揮統制・情報関連機能

防衛力の抜本的強化の７つの柱

第１のアプローチ：我が国自身の防衛体制の強化その２ 我が国の防衛力の抜本的な強化

今後５年間の
最優先課題

現有装備品の最大限活用
可動数向上や弾薬・燃料確保、防衛施設の強靱化を加速
将来の中核分野の抜本的強化
スタンド・オフ防衛能力や無人アセット防衛能力等

抜本的に強化された防衛力は、我が国への侵攻が生起した場合、我が国が主たる責任をもって
対処し、これを阻止・排除し得る能力
これは相手にとって軍事的手段では我が国侵攻の目標を達成できず、生じる損害というコストに見

合わないと認識させ得るだけの能力を我が国が持つこと
こうすることで、我が国の意思と能力を相手に認識させ、我が国を過小評価させず、相手方にその

能力を過大評価させないことにより我が国への侵攻を抑止
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第２のアプローチ：日米同盟による共同抑止・対処

日米共同の抑止力・対処力の強化（役割・任務・能力の議論を深め抑止力を一層強化）

同盟調整機能の強化(同盟調整メカニズム（ＡＣＭ）等の調整機能を更に発展)

共同対処基盤の強化(サイバーセキュリティ、情報保全、装備・技術協力等)

在日米軍の駐留を支える取組(在日米軍再編等)

米国との同盟関係は、我が国の安全保障の基軸

日米共同の意思と能力を顕示し、力による一方的な現状変更やその試みを抑止

我が国への侵攻が生起した場合には、日米共同対処により侵攻を阻止

日米防衛相会談（ ２０２４年７月） 日米防衛相会談（２０２４年５月）
28



➢ 豪州：「特別な戦略的パートナー」として、米国に次ぐ緊密な防衛協力関係を構築
➢ 印： 「特別戦略的グローバル・パートナーシップ」を構築しており、海洋安全保障を始め幅広い分

野において二国間・多国間の軍種間交流をさらに深化
➢ 英・仏・独・伊等：グローバルな課題に加え欧州・インド太平洋地域の課題に相互に関与を

強化
➢ 韓国：北朝鮮を念頭に日米韓の連携を強化
➢ カナダ・NZ：インド太平洋地域の課題への取組のため連携を強化
➢ 東南アジア諸国等：各国の状況に合わせた各レベルでの協議、共同訓練、防衛装備移転等

を推進
➢ 太平洋島嶼国：同盟国・同志国等とも連携して能力構築支援等を推進
➢ インド洋沿岸国・中東諸国・アフリカ諸国等：防衛協力を推進。特にジブチとの連携強化

2第３のアプローチ：同志国等との連携

我が国の安全保障を確保するため1カ国でも多くの国々との連携強化が極めて重要

地域や各国の特性等を考慮した多角的・多層的な防衛協力・交流を積極的に推進

日米韓防衛相会談（２０２４年６月） 日豪防衛相会談（２０２４年５月） 日豪韓防衛相会談（２０２４年６月）

※ 中国・ロシアとの意思疎通にも留意

日米豪比防衛相会談（２０２４年５月） 日加防衛相会談（２０２４年６月）
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日米韓防衛相会談・日韓防衛相会談・日米防衛相会談について【参考】

１．全般
・日本での開催は初
・地域の安全保障に関する共通の懸念について議論するとともに、朝鮮半島、インド太平洋及びそれを超えた地域の平和
と安定に貢献するためのコミットメントを確認

２．日米韓防衛協力
・複数領域における初の３か国共同訓練「フリーダム・エッジ」（6/27～29）の成功を確認
・日米韓３か国安全保障協力枠組みの覚書に署名。
・来年の日米韓防衛相会談を、韓国で開催することで一致。

会談時の様子

写真

日米韓３か国安全保障協力枠組みの
覚書署名式の様子

覚書の概要 これまでアドホックに行ってきた政策協議や共同訓練などについて、３か国が
継続的に実施する意図を有することを、文書の形で規定

（１）政策協議

３か国の閣僚級会合、防衛実務者協議、参謀総長等会
議について、各国での持ち回り開催を基準に毎年開催

（２）北朝鮮ミサイル警戒データのリアルタイム共有

３か国で緊密な連絡と連携を強化

（３）共同訓練

昨年１２月に共同で策定した複数年にわたる３か国の
訓練計画も踏まえ、「フリーダム・エッジ」を含む
３か国の共同訓練を組織的かつ効率的な態様により実施

（４）その他

防衛交流・協力を推進

日米韓防衛相会談（７月２８日）
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１．全般
・日米「２＋２」を踏まえ、同盟の役割及び任務を進化させる作業を今後も加速させる
ことを確認。

２．日米防衛協力
・日米協力の下での反撃能力の効果的な運用について議論を継続することで一致。
・日米それぞれの指揮・統制枠組の向上について、今後も２国間の調整要領や連携強化について議論していくことを確認。
・南西地域における日米の共同プレゼンスを着実に拡大していく重要性について改めて一致。
３．米軍再編／在日米軍
・日本に配備されている米国の戦術戦闘機の更新について、引き続き緊密に連携していくことを確認。
・抑止力を維持・強化し、地元への影響を軽減するため、米軍再編計画を着実に進展させていくことで一致。
・普天間飛行場の可能な限り早期の全面返還に向け、辺野古における普天間飛行場代替施設の建設を含む二国間の
取組の加速を確認。

・在日米軍の安定的な駐留と日々の活動には、地域社会の協力が重要であることで一致。地元との強固な関係を後押し
することを含め引き続き連携していくことを確認。

日米防衛相会談（７月２９日）

１．全般
・韓国国防部長官が来日して日韓防衛相会談を実施するのは約１５年ぶり。
・本年の日韓防衛相会談は、６月にシンガポールで実施して以来の開催。
・地域情勢や今後の日韓防衛協力・交流について議論。
２．日韓防衛協力
・ ①防衛大臣間の相互訪問の活性化、②幕僚長級の相互訪問の再開、③各軍種間の実務者協議の再開、
④日韓捜索・救難共同訓練の再開を含む部隊間の交流の活性化の４点について調整を行っていくことで一致。

・日韓共同で年間交流計画を作成することで一致。

日韓防衛相会談（７月２８日）



我が国周辺の軍事動向から、ミサイル攻撃が現実の脅威となる中、ミサイル防衛能力の強化
だけでは、完全に対応することは難しくなりつつあります。

そのため、ミサイル防衛により飛来するミサイルを防ぎつつ、更なる攻撃を防ぐため、我が国から
有効な反撃を相手に加える能力、すなわち反撃能力を保有する必要があります。

こうすることで、我が国にミサイル攻撃などを試みようとする相手の計算を複雑化させ、我が国
を攻撃することは簡単ではない、攻撃することはやめておこうと思わせることができます。

我が国の防衛上必要な機能・能力として、以下の７つの柱を重視
して、防衛力の抜本的強化に取り組んでいきます。

０５ 我が国の防衛力の抜本的強化 防衛力の抜本的強化の７つの柱

スタンド・オフ防衛能力

統合防空ミサイル防衛能力

ミサイルなどの多様化・複雑化する
空からの脅威に対応するための能力を強化

03無人アセット防衛能力

無人装備による情報収集や戦闘支援等
の能力を強化

領域横断作戦能力

全ての能力を融合させて戦うために
必要となる宇宙・サイバー・電磁波、
陸・海・空の能力を強化

05

機動展開能力・国民保護

必要な部隊を迅速に機動・展開するため、
海上・航空輸送力を強化
これらの能力を活用し、国民保護を実施

≫我が国への侵攻を抑止する上での鍵 「反撃能力」

指揮統制・情報関連機能

迅速かつ的確に意思決定を行うため、
指揮統制・情報関連機能を強化

5兆円
攻撃されない安全な距離から相手部隊
に対処する能力を強化

持続性・強靱性

必要十分な弾薬・誘導弾・燃料を早期に
整備、また、装備品の部品取得や修理、
施設の強靱化に係る経費を確保

５年間の最優先課題
現有装備品を最大限有効に活用するため、可動率向上や弾薬・燃料
の確保、主要な防衛施設の強靱化への投資の加速
スタンド・オフ防衛能力、無人アセット防衛能力等の将来の中核と
なる能力の強化

Includes material from ©(2022)Planet Labs PBC.

防衛力の抜本的強化の７つの柱①

3兆円

1兆円

8兆円

1兆円

2兆円

15兆円

※各金額は5年間の総事業経費で、
他分野との重複を除いたもの。
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スタンド・オフ防衛能力
● 東西南北それぞれ約3000キロに及ぶ我が国領域を守り抜くため、侵攻してくる艦艇や上陸部隊

等に対して脅威圏の外から対処する必要
● 様々な地点から重層的に、各種プラットフォームから発射可能
● 高速滑空飛翔や極超音速飛翔等の迎撃困難な能力の強化

12式地対艦誘導弾能力向上型
（2025年度から配備予定）

島嶼防衛用高速滑空弾
（2026年度から配備予定）

極超音速誘導弾
（2026年度量産開始予定）

国産のスタンド・オフ・ミサイル

F-35Aに搭載されたJSM
（2024年度から配備予定）

JASSM
（2027年度から配備予定）

トマホーク
（2025年度から配備予定）

外国製のスタンド・オフ・ミサイル

今後のスタンド・オフ防衛能力の運用（イメージ）

約5兆円

F-35

F-15

地上部隊

敵艦艇

無人機
(UAV)

目標観測弾目標の追尾 潜水艦F-２

相手の対空ミサイル
の射程 地上発射機

スタンド・オフ・ミサイル
による脅威圏外からの対処

目標情報の収集

島嶼防衛用
高速滑空弾

衛星コンステレーション

艦艇

極超音速
誘導弾

トマホーク

極超音速誘導弾JASSM

相手の対空ミサイルの射程

目標の探知

１２式地対艦
誘導弾能力向上型

JSM
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統合防空ミサイル防衛能力
28個のPAC-3部隊と8隻のイージス艦を全国に配置し、現在は弾道ミサイル防衛のための一定

の体制を整備
他方、弾道・巡航ミサイルの性能向上や増加に加え、極超音速滑空兵器(HGV)や小型無人機

などの新たな脅威により、経空脅威は多様化・複雑化
イージス・システム搭載艦2隻や中SAM(改)能力向上型等を整備し、ミサイル防空能力を強化

約3兆円
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反撃能力（イメージ図）

※①、②は上記説明の番号に対応 ※GPI (Glide Phase Interceptor)は、2024年度より、日米共同開発を開始

※

先制攻撃は行わない

①我が国に対する武力攻撃が発生し、その手段として弾道ミサイル等による攻撃が行われた場合、
ミサイル防衛網により、飛来するミサイルを防ぎつつ、

② 「武力の行使」の三要件に基づき、そのような攻撃を防ぐのにやむを得ない必要最小限度の措
置として、相手からの更なる武力攻撃を防ぐために我が国から有効な反撃を相手に加える

こうした有効な反撃を加える能力（反撃能力）を持つこと
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無人アセット防衛能力
無人装備をＡＩや有人装備と組み合わせ、非対称的な優勢を獲得可能
情報収集・警戒監視のみならず、戦闘支援等の幅広い任務に効果的に活用
有人機の任務代替を通じた無人化・省人化

５年間で整備を進める主な無人アセット（イメージ）

多用途／攻撃用ＵＡＶ（陸自） 小型攻撃用ＵＡＶ（陸自） 滞空型ＵＡＶ（海自） 偵察用ＵＡＶ（空自）

約1兆円
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領域横断作戦能力
陸海空領域に加え、宇宙(衛星の活用による情報収集機能の強化等)、サイバー(セ

キュリティ対策の強化、サイバー要員の育成等)、電磁波(電子戦能力、電磁波管理
機能の強化等)などの組合せにより非対称的な優勢を確保していくため、抜本的な能
力強化が必要。

領域横断作戦のイメージ 宇宙

車両・艦船・航空機等

サイバー

約8兆円

（1兆円）

（1兆円）

（6兆円）
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指揮統制・情報関連機能

コンステを活用した通信の抗たん性向上

ネットワークの抗たん性を確保しつつ、AI等を活用して意思決定プロセスを迅速
化する必要

情報戦等にも対応できるよう、情報機能を抜本的に強化する必要
ハイブリッド戦や認知領域を含む情報戦に対処可能な情報能力を整備。AIを含む

各種手段を最大限に活用し、情報収集・分析などの能力を向上

約1兆円

AI技術を活用した画像判読（イメージ）

将来指揮統制システム（イメージ）
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機動展開能力・国民保護
自衛隊の輸送アセットの強化やＰＦＩによる民間船舶の活用など、輸送能力を強

化することで、南西方面の防衛態勢を迅速に構築しつつ、住民の避難を迅速化
また、補給拠点を近代化し、必要な物資の補給を迅速化

機動展開のイメージ

輸送機（C-2） 輸送ヘリコプター（CH-47）

中型級船舶（イメージ） 小型級船舶（イメージ）

約2兆円

近代化が必要な補給処

現PFI船舶（はくおう） （ナッチャンWorld）

国民保護措置
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持続性・強靱性
必要十分な弾薬・誘導弾・燃料を早急に保有。装備品の可動率向上
主要司令部の地下化・構造強化、施設の再配置等

陸自健軍駐屯地海自舞鶴地方総監部

1930年建設 1969年建設

施設整備 平素においては自衛隊員の安全を確保し、有事においても容易に作戦能力を喪失しない施設へ
老朽施設の例

全国に約１万棟の老朽化した自衛隊施設が存在
整理・集約しながら効果的に更新していく必要

装備品の維持整備 平時有事を問わず真に動ける自衛隊とするため、十分な部品と修理費を確保

部品取りされたF-2戦闘機 部品取りされたP-1のエンジン

装備品の可動状況(イメージ)

弾薬整備 実効的な対処力・抑止力のため、誘導弾を早急に充実

ＢＭＤ用ミサイル
（ＳＭ－３ブロックⅡＡ）

ＢＭＤ用ミサイル
（ＰＡＣー３МＳＥ）

2022年度予算による可動状況 2027年度までに部品不足
による非可動を極小化

整備中

可動

非可動
可動

整備中

中距離多目的誘導弾 １７式艦対艦誘導弾(イメージ) ＡＩＭー１２０ (イメージ)

継続的な部隊運用に必要な各種弾薬について、所要の数量を早期に整備。

弾薬・誘導弾 約２兆円（約５兆円）
装備品の維持整備・可動確保

約９兆円（約10兆円）
施設の強靱化 約４兆円

※（）は他分野含む。

運用上重要な駐屯地・基地等から整備を実施 40



防衛生産基盤の強化

防衛産業には、サプライチェーン・リスク、サイバー・セキュリティなどの課題が山積
防衛生産・技術基盤は、いわば防衛力そのもの。その維持・強化のために踏み込んだ取組の実

施が必要

方向性
力強く持続可能な防衛産業の構築
– 防衛事業の魅力化
– 企業の競争力・技術力の維持・強化
– 防衛産業の活性化（新規参入促進）

– 撤退企業への適切な対応

様々なリスクへの対処
– 強靱なサプライチェーンの構築
– 産業保全の強化

（サイバーセキュリティ対策等）

– 機微技術管理の強化

防衛産業分野での他国との連携拡大
– 装備移転の促進（販路拡大にも効果的）

– FMS（有償援助）調達の合理化等

防衛装備庁ブース「LIMA’23」
(マレーシア)

我が国が開発した防衛装備品や中小企業等
が有する優れた技術力を国際的に発信する
ため、国際防衛装備品展示会に出展。

力強く持続可能な防衛産業の構築

約0.4兆円（約１兆円）
※（）は他分野含む。

防衛装備庁ブース「ユーロサトリ2024」(仏)
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研究開発
将来の戦い方に必要な研究開発事業を特定し、装備品の取得までの全体像を整理することにより、研究開

発プロセスにおける各種取組による早期装備化を実現する必要
研究開発の早期化のため、企業等の予見可能性を高め、人・技術といった基盤を維持・強化することが必要
民生先端技術を積極的に取り込み、活用し、他国に先駆けて優れた防衛上の機能に結実させていく必要

約１兆円（約3.5兆円）
※（）は他分野含む。
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４.スタンド・オフ防衛能力
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Ⅳ 防衛力の抜本的強化に当たって重視する能力
１ スタンド・オフ防衛能力
東西南北、それぞれ約3,000キロに及ぶ我が国領域を守り抜くため、島嶼部を含む我が国に侵攻してくる艦艇や上

陸部隊等に対して脅威圏の外から対処するスタンド・オフ防衛能力を抜本的に強化する。
まず、我が国への侵攻がどの地域で生起しても、我が国の様々な地点から、重層的にこれらの艦艇や上陸部隊等

を阻止・排除できる必要かつ十分な能力を保有する。次に、各種プラットフォームから発射でき、また、高速滑空飛翔
や極超音速飛翔といった多様かつ迎撃困難な能力を強化する。
このため、2027年度までに、地上発射型及び艦艇発射型を含めスタンド・オフ・ミサイルの運用可能な能力を強化

する。その際、国産スタンド・オフ・ミサイルの増産体制確立前に十分な能力を確保するため、外国製のスタンド・オフ・
ミサイルを早期に取得する。
今後、おおむね10年後までに、航空機発射型スタンド・オフ・ミサイルを運用可能な能力を強化するとともに、変則

的な軌道で飛翔することが可能な高速滑空弾、極超音速誘導弾、その他スタンド・オフ・ミサイルを運用する能力を
獲得する。
あわせて、スタンド・オフ防衛能力に不可欠な、艦艇や上陸部隊等に関する精確な目標情報を継続的に収集し、リ

アルタイムに伝達し得る指揮統制に係る能力を保有する。対処実施後の成果の評価も含む情報分析能力や、情
報ネットワークの抗たん性・冗長性も併せて保有する。

スタンド・オフ防衛能力の意義（国家防衛戦略抜粋）
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Ⅱ 自衛隊の能力等に関する主要事業
１ スタンド・オフ防衛能力
我が国に侵攻してくる艦艇や上陸部隊等に対して、脅威圏外から対処する能力を強化するため、12式地対艦誘

導弾能力向上型（地上発射型・艦艇発射型・航空機発射型）、島嶼防衛用高速滑空弾及び極超音速誘導
弾の開発・試作を実施・継続する。島嶼防衛用高速滑空弾及び極超音速誘導弾を始め、各種誘導弾の長射程
化を実施する。防衛力の抜本的強化を早期に実現するため、上記のスタンド・オフ・ミサイルの量産弾を取得するほ
か、米国製のトマホークを始めとする外国製スタンド・オフ・ミサイルの着実な導入を実施・継続する。
また、発射プラットフォームの更なる多様化のための研究・開発を進めるとともに、スタンド・オフ・ミサイルの運用能力

向上を目的として、潜水艦に搭載可能な垂直ミサイル発射システム（ＶＬＳ）、輸送機搭載システム等を開発・
整備する。
スタンド・オフ防衛能力の実効性確保のため、目標情報の一層効果的な収集を行う観点から、衛星コンステレー

ションを活用した画像情報等の取得や無人機（ＵＡＶ）、目標観測弾の整備等を行い、情報収集・分析機能
及び指揮統制機能を強化する。スタンド・オフ・ミサイルの運用は、目標情報の収集、各部隊への目標の割当てを含
む一連の指揮統制を一元的に行う必要があるため、統合運用を前提とした態勢を構築する。スタンド・オフ・ミサイル
等を保管するための火薬庫を増設するとともに、射場利用の確保を含め、試験・整備等に必要な施策を着実に実
施することで、スタンド・オフ・ミサイルの開発・運用に必要な一連の機能を確保する。

スタンド・オフ防衛能力の意義②（防衛力整備計画抜粋）
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スタンド・オフ防衛能力
● 東西南北それぞれ約3000キロに及ぶ我が国領域を守り抜くため、侵攻してくる艦艇や上陸部隊等に対して

脅威圏の外から対処する必要
● 様々な地点から重層的に、各種プラットフォームから発射可能
● 高速滑空飛翔や極超音速飛翔等の迎撃困難な能力の強化

12式地対艦誘導弾能力向上型
（2025年度から配備予定）

島嶼防衛用高速滑空弾
（2026年度から配備予定）

極超音速誘導弾
（2026年度量産開始予定）

国産のスタンド・オフ・ミサイル

F-35Aに搭載されたJSM
（2024年度から配備予定）

JASSM
（2027年度から配備予定）

トマホーク
（2025年度から配備予定）

外国製のスタンド・オフ・ミサイル

今後のスタンド・オフ防衛能力の運用（イメージ）

約5兆円【再掲】

F-35

F-15

地上部隊

敵艦艇

無人機
(UAV)

目標観測弾目標の追尾 潜水艦F-２

相手の対空ミサイル
の射程 地上発射機

スタンド・オフ・ミサイル
による脅威圏外からの対処

目標情報の収集

島嶼防衛用
高速滑空弾

衛星コンステレーション

艦艇

極超音速
誘導弾

トマホーク

極超音速誘導弾JASSM

相手の対空ミサイルの射程

目標の探知

１２式地対艦
誘導弾能力向上型

JSM

46



47

○ 多様なプラットフォームから運用を行う１２式地対艦誘導弾能力向上型について開発を推進※１ 。地
発型は、早期に部隊配備するため令和５年度から量産を開始。

○ 発射プラットフォームの多様化※2により相手方の対応をより困難に。

１２式地対艦誘導弾能力向上型【研究開発】

令和７年度配備予定※3
令和８年度開発終了予定※3

令和９年度開発終了予定※3

※１ 更なる早期装備化を追求
※２ 発射プラットフォームの更なる多様化のための研究・開発を進める。
※３ 時期については、防衛省における現在の見積もりであり、今後変更し得るもの。



○ 島嶼部に上陸した侵攻部隊に対し、彼のレーダの覆域外の高高度を滑空することで、迎撃を回避し、
遠方から対処

○ 早期装備型：令和５年度から量産を開始
○ 能力向上型：令和１２年度 開発終了予定※

○ 令和６年３月２２日、米国において発射試験を実施

48※ 時期については、防衛省における現在の見積もりであり、今後変更し得るもの。

島嶼防衛用高速滑空弾【研究開発】



○ 着上陸侵攻事態等に際して、相手の脅威圏から離れた地域に展開し、遠方の海域の防空能力が高い
相手方の海上目標及び相手の地上目標を攻撃

○ 極超音速（音速の５倍以上）の速度域で飛行することにより、迎撃が困難
○ 要素技術の研究：令和７年度 研究終了予定※

○ 誘導弾システムの研究：令和１３年度 研究終了予定※

研究過程で得られた成果を活用し、令和８年度に一定の能力を有する超極音速誘導弾の量産開始予定

※ 時期については、防衛省における現在の見積もりであり、今後変更し得るもの。

極超音速誘導弾【研究開発】
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○ 潜水艦の高い隠密性を活かし、相手に一層複雑な対応を強いる
○ 令和９年度開発終了予定※

○ 配備については、開発状況等を踏まえつつ、早期装備化のため速やかに取得予定

※ 時期については、防衛省における現在の見積もりであり、今後変更し得るもの。

潜水艦発射型誘導弾【研究開発】
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○ 発射プラットフォームの更なる多様化及び水中優勢獲得のため、潜水艦に搭載可能で、より長射
程化された誘導弾を発射できる垂直誘導弾発射システム（VLS）及びVLSを搭載するために必要な耐
圧殻を研究

○ 令和７年度から研究を開始し、令和１１年度までにその成果を検証予定※

※ 時期については、防衛省における現在の見積もりであり、今後変更し得るもの。

水中発射型垂直発射装置（VLS）【研究開発】
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○ 長射程、高残存性・精密誘導性を有し、対艦・対地能力を強化
○ 令和１２年度開発終了予定※

○ 配備については、開発状況等を踏まえつつ、早期装備化のため速やかに取得予定

52※ 時期については、防衛省における現在の見積もりであり、今後変更し得るもの。

新地対艦・地対地精密誘導弾【研究開発】



○ 国産スタンド・オフ・ミサイルの増産体制確立前に十分な能力を確保するため、外国製のスタンド・オフ・
ミサイルを早期に取得する。

出典：Jane’s Weapons、米海軍公表資料等

※1 JSM : Joint Strike Missile 
※2 JASSM : Joint Air to Surface Stand-Off Missile 

※ 時期については、防衛省における現在の見積もりであり、
今後変更し得るもの。

外国製のスタンド・オフ・ミサイルの取得

プラットフォーム：航空機（Ｆ－３５Ａ）
種類：対艦、対地
射程：約500㎞
現状：令和６年度（２０２４年度）取得を目指し調整中

ＪＳＭ（※１）

ＪＡＳＳＭ（※２）

プラットフォーム：航空機（Ｆ１５能力向上型）
種類：対地
射程：約900㎞
現状：令和９年度（２０２７年度）取得予定

トマホーク

プラットフォーム：艦艇
種類：対地
射程：約1600㎞
現状：令和７年度（２０２５年度）取得予定
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トマホーク運用のための海上自衛官等に対する要員養成教育
○ 防衛省として、２０２５年度からのトマホークの取得に間に合うように、米側の協力を得つつ、着実に要員

養成を進めているところ。
○ 具体的には、３月下旬より２か月毎の頻度で、米海軍横須賀基地において、海上自衛官等に対するトマ

ホークの概要・運用要領に関する講習を実施している。
○ 今後、実際にトマホークを運用する海自艦艇乗組員に対する専門的な知識、技能を習得するための教育

（米国での留学課程教育）も行っていく見込み。

【要員養成教育の実績】
要員養成教育については、米海軍横須賀基地に

おいて、現在までに下記のとおり３回実施しており、
概ね１２０名の海上自衛官等が講習を受講した。

３月２５日～ ３月２９日
５月２７日～ ５月３１日
７月２９日～ ８月 ２日

【初回講習のカリキュラム】
部隊指揮官及び幕僚に対する座学及び米艦艇に

おけるデモンストレーション見学
○ トマホーク・ウェポン・システム概要
○ 指揮統制及びタスキング
○ ネットワーク
○ 駆逐艦（マッキャンベル）における実演展示 等

要員養成教育開始時のエマニュエル米国大使のツイート
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○ スタンド・オフ防衛能力の実効性確保のため、目標情報の一層効果的な収集を行う観点から、衛星コン
ステレーションを活用した画像情報等の取得や無人機（ＵＡＶ）、目標観測弾の整備等を行い、情報
収集・分析機能及び指揮統制機能を強化する。

スタンド・オフ防衛能力の実効性の確保

無人機（ＵＡＶ）

宇宙領域を活用した情報収集

概要：衛星コンステレーションによる画像情報等の取得
現状：衛星コンステレーション構築の取組を開始

12SSM能力向上型

敵艦艇

上陸した敵部隊等

他の情報収集アセットで
対処困難な状況において情報収集

海上目標の収集

遊弋して目標を識別、
位置情報等を収集

迅速な進出

敵防空網を
回避・進入

地上目標の収集

目標観測弾

目標観測弾

概要：迅速な進出により目標を観測
現状：令和５年度（２０２３年度）開発開始

概要：侵攻部隊等の情報を目標近傍で収集
現状：令和５年度（２０２３年度）戦術無人機の本格運
用に向けた実証研究を開始 55



スタンド・オフ・ミサイル事業の進捗
令和５年度に引き続き、射程や速度、飛翔の態様、対処目標、発射プラットフォームといった点で特徴が異なる様々なスタンド・
オフ・ミサイルの研究開発・量産・取得を実施。
指揮統制機能についても、併せて強化する取組を推進。

令和５
年度

(2023)

令和６
年度

(2024)

令和７
年度

(2025)

令和８
年度

(2026)

令和９
年度

(2027)

令和10
年度

(2028)

令和11
年度

(2029)

令和12
年度

(2030)

令和13
年度

(2031)

12SSM能力向上型(地発型・艦発型・空発型)の開発12SSM能力向上型(地発型・艦発型・空発型)の開発

島嶼防衛用高速滑空弾(能力向上型)の開発島嶼防衛用高速滑空弾(能力向上型)の開発

新地対艦・地対地精密誘導弾の開発新地対艦・地対地精密誘導弾の開発

潜水艦発射型誘導弾の開発潜水艦発射型誘導弾の開発

12SSM能力向上型

極超音速誘導弾

島嶼防衛用高速滑空弾(能力向上型)

JASSM

トマホーク

外国製スタンド・オフ・ミサイルの取得(トマホーク)外国製スタンド・オフ・ミサイルの取得(トマホーク)

外国製スタンド・オフ・ミサイルの取得(JSM、JASSM)外国製スタンド・オフ・ミサイルの取得(JSM、JASSM)

極超音速誘導弾の開発極超音速誘導弾の開発

各種スタンド・オフ・ミサイル(イメージ)
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スタンド・オフ・ミサイルの取得前倒しに向けた取り組み

57

○ 木原防衛大臣の指示を受け、国産スタンド・オフ・ミサイルについて、より早期の取得に向
け検討を行っているところ。

○ 国産スタンド・オフ・ミサイルである１２式地対艦誘導弾能力向上型（地発型）について、
従来２０２６（令和８）年度から配備を計画していたところ、２０２５（令和７）年度から配
備することが可能

○ その補完であるトマホークについても、米側と取得時期を早めるべく交渉した結果、
2026年度及び2027年度にブロックⅤを取得しつつ、ブロックⅤの一部をブロックⅣに変更す
ることにより、当初予定より１年早く2025年度からトマホークを取得することとした。

装備品
2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

12ＳＳＭ能力向上型(地発型)

トマホーク

ブロックV 

最大400発

ブロックV 最大200発

ブロックⅣ 最大200発

開発・試験（予定）

部隊配備（予定）量産着手

部隊配備（当初予定）

前倒し

ブロックⅤ

ブロックⅣ

ブロックⅤ

前倒し後
前倒し



（イメージ）

【参考】トマホークの引合受託書の署名（令和６年１月１８日）
〇 2024年1月18日（木）に防衛省にて、木原防衛大臣と駐日米国特命全権大使ラーム・エ
マニュエル閣下の立会の下、米国政府との間でFMS（有償援助）調達に基づき、トマホークミサイ
ル及び関連器材の取得に関する引合受諾書（ＬＯＡ：Letter of Offer and 
Acceptance）に署名
〇 トマホークの取得は2025年度から2027年度までの予定
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５.統合防空ミサイル防衛能力
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Ⅳ 防衛力の抜本的強化に当たって重視する能力
２ 統合防空ミサイル防衛能力
四面環海の日本は、経空脅威への対応が極めて重要である。近年、弾道ミサイル、巡航ミサイル、航空機等の能

力向上に加え、対艦弾道ミサイル、極超音速兵器や無人機等の出現により、この経空脅威は多様化・複雑化・高
度化している。
このため、探知・追尾能力や迎撃能力を抜本的に強化するとともに、ネットワークを通じて各種センサー・シューターを

一元的かつ最適に運用できる体制を確立し、統合防空ミサイル防衛能力を強化する。
相手からの我が国に対するミサイル攻撃については、まず、ミサイル防衛システムを用いて、公海及び我が国の領域

の上空 で、我が国に向けて飛来するミサイルを迎撃する。その上で、弾道ミサイル等の攻撃を防ぐためにやむを得ない
必要最小限度の自衛の措置として、相手の領域において、有効な反撃を加える能力として、スタンド・オフ防衛能力
等を活用する。こうした有効な反撃を加える能力を持つことにより、相手のミサイル発射を制約し、ミサイル防衛による
迎撃を行い易くすることで、ミサイル防衛と相まってミサイル攻撃そのものを抑止していく。
このため、2027 年度までに、警戒管制レーダーや地対空誘導弾の能力を向上させるとともに、イージス・システム搭

載艦を 整備する。また、指向性エネルギー兵器等により、小型無人機等に対処する能力を強化する。
今後、おおむね1 0 年後までに、滑空段階での極超音速兵器への対処能力の研究や、小型無人機等に対処す

るための非物理的な手段による迎撃能力を一層導入することにより、統合防空ミサイル防衛能力を強化する。

統合防空ミサイル防衛能力の意義(国家防衛戦略抜粋）
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Ⅱ 自衛隊の能力等に関する主要事業

２ 統合防空ミサイル防衛能力

極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）等の探知・追尾能力を強化するため、固定式警戒管制レーダー(ＦＰＳ)等の整備及び能力向上、次
期警戒管制レーダーの換装・整備を図る。また、地対空誘導弾ペトリオット・システムを改修し、新型レーダー（ＬＴＡＭＤＳ）を導入す
ることで、能力向上型迎撃ミサイル（ＰＡＣ－３ＭＳＥ）による極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）等への対処能力を向上させる。

各種事態により実効的に対応するため、航空自衛隊の高射部隊の編成及び配置の見直しに着手するとともに、中距離地対空誘導弾
部隊と合わせた重層的な要域防空体制を構築し、平素からの展開配置のための部隊運用を行う。また、基地防空用地対空誘導弾の能
力向上を推進する。加えて、滑空段階での極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）等への対処を行い得る誘導弾システムの調査及び研究を実
施する。

極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）等に対処する能力を強化するため、03 式中距離地対空誘導弾（改善型）の能力向上を図るほか、
弾道ミサイル防衛用迎撃ミサイル（ＳＭ－３ブロックⅡＡ）、能力向上型迎撃ミサイル（ＰＡＣ－３ＭＳＥ）、長距離艦対空ミサイル
（ＳＭ－６）等を取得する。

ネットワーク化による効果的かつ効率的な対処の実現のため、護衛艦等の間で連携した射撃を可能とするネットワークシステム（ＦＣネッ
トワーク）を取得し、共同交戦能力（ＣＥＣ）を保持する。また、地対空誘導弾ペトリオット・システムの情報調整装置（ＩＣＣ）を改
修することで、各種誘導弾システムをネットワークで連接する。

我が国の防空能力強化のため、主に弾道ミサイル防衛に従事するイージス・システム搭載艦を整備する。高出力レーザーや高出力マイク
ロ波（ＨＰＭ）等の指向性エネルギー技術の組み合わせにより、小型無人機（ＵＡＶ）等への非物理的な手段による対処能力を早
期に整備する。

なお、我が国に対する武力攻撃が発生し、その手段として弾道ミサイル等による攻撃が行われた場合、武力の行使の三要件に基づき、そ
のような攻撃を防ぐのにやむを得ない必要最小限度の自衛の措置として、相手の領域において、我が国が有効な反撃を加えることを可能と
する、スタンド・オフ防衛能力等を活用した自衛隊の能力を反撃能力として用いる。この反撃能力の運用は、統合運用を前提とした一元的
な指揮統制の下で行う。 61

統合防空ミサイル防衛の意義（防衛力整備計画抜粋）



統合防空ミサイル防衛能力
28個のPAC-3部隊と8隻のイージス艦を全国に配置し、現在は弾道ミサイル防衛のための一定の体制を整

備
他方、弾道・巡航ミサイルの性能向上や増加に加え、極超音速滑空兵器(HGV)や小型無人機などの新た

な脅威により、経空脅威は多様化・複雑化
イージス・システム搭載艦2隻や中SAM(改)能力向上型等を整備し、ミサイル防空能力を強化

約3兆円【再掲】
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反撃能力（イメージ図）

※①、②は上記説明の番号に対応 ※GPI (Glide Phase Interceptor)は、2024年度より、日米共同開発を開始

※

先制攻撃は行わない

①我が国に対する武力攻撃が発生し、その手段として弾道ミサイル等による攻撃が行われた場合、
ミサイル防衛網により、飛来するミサイルを防ぎつつ、

② 「武力の行使」の三要件に基づき、そのような攻撃を防ぐのにやむを得ない必要最小限度の措置として、相手
からの更なる武力攻撃を防ぐために我が国から有効な反撃を相手に加える こうした有効な反撃を加える能力
（反撃能力）を持つこと

【再掲】
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05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度

取得
線表

船体の仕様等の検討状況
全長×全幅 約１９０ｍ×約２５ｍ
基準排水量 約１２,０００ｔ

速 力 約３０ｋｔ
乗組員 約２４０人 ※既存イージス艦より２０％以上省人化

稼働率等 耐洋性（荒天時の運用）、居住性（個人環境）等を向上
拡張性（HGV対処）を確保

設 計 ￥ 建 造

就役目標
＃１

就役目標
＃２

イージス・システム搭載艦２隻による既存イージス艦８隻
のBMD任務からの解放は、南西方面での洋上侵攻阻
止能力の向上に必要。

1. 南西地域の対処力向上

数千kmの高度まで打ち上げられた弾道ミサイルを迎撃す
るためには、既存のイージス艦よりも遥かに高い迎撃能
力を有するイージス・システム搭載艦が必要。

イージス・システム搭載艦に搭載する方向で検討している
SM-6は、対艦弾道ミサイルや極超音速滑空兵器
（HGV）にターミナル段階で対処するSBT（Sea-
Based Terminal）機能を有しており米国も重視。
また、対HGV新型迎撃ミサイルを含む将来装備を運用
できる拡張性を考慮。

２. 北朝鮮のミサイル能力向上への対応

３. 極超音速兵器への対応

長納期品の取得

イージス・システム搭載艦のイメージ

01年度～SPY-7、イージス・システム製造

○ 既存のイージス艦よりも高度な弾道ミサイル迎撃能力を有するとともに、極超音速滑空兵器
（ＨＧＶ）等に対応する拡張性を有したイージス・システム搭載艦を整備する。

各種試験準備・テストサイト整備等

イージス・システム搭載艦の意義、取得スケジュール
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滑空段階 終末段階

イージス艦
イージス・システム搭載艦

GPI

米ミサイル防衛庁がレイセオン・ミサイル＆ディフェンス社及びノースロップ・グラマン社の2社と契約中であり、両社が並行してコンセプト
検討・プロトタイプ設計を実施中。今後、どちらか1社を選定予定
1社選定後、2030年代の開発完了を目標

PAC-3MSE等

○ 滑空段階における極超音速滑空兵器（ＨＧＶ※）等対処のためのイージス艦発射型誘導弾
○ GPIにより、可能な限り遠方にて対処することで迎撃機会を確保し、確実な迎撃に寄与
○ 滑空段階での迎撃能力を強化し、PAC-3MSE等による終末段階での迎撃能力と併せ、多層防衛体

制の構築による迎撃率向上が可能
※HGV: Hypersonic Glide Vehicle

滑空段階における迎撃能力を強化

ＧＰＩによるＨＧＶ迎撃のイメージ

HGV

米国におけるＧＰＩ開発状況

ＧＰＩの共同開発について

65

日米共同開発の利点
誘導弾としてＳＭ－３ブロックⅡＡ以来の日米共同開発であり、日米同盟の更なる深化を期待
既存のイージスシステムを含むＢＭＤ体制を最大限活用する形で、ＨＧＶ迎撃能力が早期に確立可能
日米共同開発により獲得した技術の他装備品への転用及び国内防衛産業の技術力向上を期待

○ 本年５月１５日、米国政府と日米共同開発に関するプロジェクト取決めに署名



将来のレールガン

極超音速誘導弾等の脅威

レールガンの研究
○ 極超音速誘導弾等の脅威に対処するため、弾丸を高速で連射可能
○ 従来の装備品では対処が困難な極超音速誘導弾等に対する防空手段となるレールガン等を構想し、

弾丸を高初速で連射可能な将来レールガンに関する研究を実施
○ 令和６年５月３０日、防衛省、フランス国防省、ドイツ連邦国防省及び仏独サン＝ルイ研究所※

「レールガン技術の協力に係る実施要領」の署名

※特区に係る議論の中で細部検討中

将来レールガンの研究（イメージ）

和暦 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度

ＦＹ 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

事
業
計
画

【事業計画】 過去に試作したレールガン

弾丸発射時のレールの摩耗対策等、要素技術の研究を実施

連射するための弾丸装てん技術等、実用化に向けた研究を実施

艦艇や車両で運用するために電源の小型化を研究

※フランス政府及びドイツ政府が共同で設立・運営する２国間の公的研究機関であり、両政府の国
防省等からの依頼を受けて研究事業を実施している機関
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高出力レーザの研究

小型無人機や迫撃砲弾等の脅威に対して、火器や誘導弾といった従来の防空装備よりも低コストで、
より速やかに対応することが可能なレーザシステムに関する研究を実施

レーザは空間的にほとんど拡がることなく直進。レーザを一点に集中させることで、対象を熱エネルギー
により対処。弾切れがなく、熱による物理的破壊が可能

電気駆動型高出力レーザの研究 車両搭載型高出力レーザの研究

和暦 22年度 ～ 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 ６年度 ７年度

ＦＹ 2010 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

事
業
計
画 電源・冷却及びセンサ等を含めて１台の

車両に搭載したレーザシステムを試作
（出力10kW級）

防空用のレーザ兵器の
実現性を研究

ドローンや迫撃砲弾に対処可能な高出力（100kw級）のレーザ
システムを研究

これまでの成果で
小型ドローン対処は
実用化可能レベル

【事業計画】
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高出力マイクロ波の研究
小型無人機による飽和攻撃に対して、効果的に対処可能なＨＰＭ（※）に関する研究を実施
高出力なマイクロ波を照射することにより、脅威に搭載された電子機器の誤作動や破壊を誘発する。

弾切れがなく、即応性や複数同時対処能力が高い
本年７月１６日、防衛省及び米国防省による「高出力マイクロ波システムに係る日米共同研究」に関
する事業取決めの署名

高出力マイクロ波に関する研究
（イメージ）

ＨＰＭ照射装置

電源部

管制装置

捜索用レーダー

【事業計画】

（※）ＨＰＭ：High Power Microwave（高出力マイクロ波）

和暦 26年度 ～
30年
度

元年
度 2年度 3年度 4年度 5年度 ６年度 ７年度 8年度 9年度

ＦＹ 2014 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

事
業
計
画

ＨＰＭの照射装置を試作

高出力なＨＰＭ照射装置を試作し、実践的な環境で実証

より高出力なＨＰＭ用半導体を研究

ＨＰＭのドローン等への効果を検証

68
より高度なアンテナ方式を研究



６.スタンド・オフ・ミサイル／
統合防空ミサイル防衛能力の情報発信
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スタンド・オフ防衛能力／統合防空ミサイル防衛能力に係る情報発信

● 国家防衛戦略及び防衛力整備計画による防衛力の抜本的強化は、戦後の防衛政策の大きな転換点と
なるものであり、その意義について国民の理解が深まるよう丁寧な説明が必要

● また、防衛力の抜本的強化の取組について、透明性を持って国民に説明していくことは、国民の理解と協力
を得ていくために不可欠であり、また、我が国を守り抜くという我が国の意思と能力を示すことにもつながる。

● 近年、ＳＮＳを活用して情報が共有・拡散されるようになり、防衛省、自衛隊においてもＳＮＳでの発信を
積極的に実施中
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従来の手法による情報発信【ピンナップ及び会見】
● 防衛記者会等にプレスリリースを送付するとともに、防衛省HPにも掲載し、国内外に広く情報発信を実施
● 防衛省・自衛隊においては、防衛大臣、報道官、各幕僚長の記者会見を定例で開催
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ＳＮＳの活用（Ｘ）、YouTubeの活用
● 防衛省・自衛隊公式Ｘのフォロワー数は、政府では首相官邸アカウント*に次ぐ１２４万フォロワー
● 国際情勢、防衛協力、訓練、災害派遣などの情報を随時発信しており、多くのインプレッションやエンゲージメ

ントを獲得
● YouTubeにおいても、研究開発事業や各種イベントの様子等、防衛省・自衛隊の取組を幅広く発信

インプレッション数 ：125,200
エンゲージメント数： 3,843
エンゲージメント率： 3.1％

インプレッション数 ：537,170
エンゲージメント数： 4,682
エンゲージメント率： 0.9％ 再生回数：１００万回を突破

・インプレッション ⇒投稿が表示された回数
・エンゲージメント⇒投稿に対しリアクションした回数（「いいね」や「リポスト」等）
・エンゲージメント率⇒インプレッションに対しエンゲージメントした回数の割合

* 「首相官邸（災害・危機管理情報）」アカウントフォロワー数…321万人、「首相官邸」アカウントフォロワー数…156.5万人
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